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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】 
当第2四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 
また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 
なお、当該有価証券報告書の文中における将来に関する事項は本書提出日現在において判断したものです。 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日（2019年9月30日）現在において判断したもので

す。 

以下の文中において、当第2四半期連結累計期間を当第2四半期累計、当第2四半期連結会計期間を当第2四半期、

前年同四半期連結累計期間及び前年同四半期連結会計期間を前年同期、前連結会計年度を前年度と記載しておりま

す。

(１)経営成績の分析（当第2四半期累計） 

①損益の状況 

（単位：億円） 

1,172 808 △364 △31.1

811 636 △174 △21.5

△0.3

2018年度 2019年度

18,287 

第2四半期累計 第2四半期累計
前年同期比

増減率（％）

売上収益 18,345 △57 

営業利益 952 710 △242
	 △25.4

（営業利益率） (5.2%) (3.9%) (△1.3%)

税引前四半期利益  

四半期利益（親会社所有者帰属）  

売上収益は18,287億円と、前年同期比57億円の減収となりました。国内サービスとユビキタスが大きく伸長しま

したが、デバイス事業の再編や為替が円高に推移したことなどによる影響で前年同期から減収です。 

営業利益は710億円と、前年同期比242億円の減益となりました。国内サービスなどで増収効果や採算性の改善が

みられましたが、前年同期に計上した退職給付制度変更に関する利益や事業譲渡益の反動により、全体では減益と

なりました。 

税引前四半期利益は808億円と、前年同期比364億円の減益となりました。営業利益が減益となったことに加え、

前年同期に計上したPC事業譲渡に伴う持分法投資利益がなくなった影響などによります。 

親会社の所有者に帰属する四半期利益は636億円と、税引前四半期利益の減少などにより前年同期比174億円の減

益となりました。 
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②セグメント情報 

（単位：億円） 

2018年度 2019年度
前年同期比

第2四半期累計 第2四半期累計 増減率（％）

売

上

収

益

テクノロジーソリューション 14,091 14,546 455 3.2

ユビキタスソリューション 2,452 2,923 471 19.2

デバイスソリューション 2,641 1,717 △923 △35.0

その他/消去又は全社 △839 △900 △60 －

連結計 18,345 18,287 △57 △0.3

営 ユビキタスソリューション △20 197 

業

利

益 その他/消去又は全社 472 △386 

テクノロジーソリューション

デバイスソリューション 22 △66 

連結計 952 710 

478 965 

－

－

－

△25.4

486 101.6 

218 

△89 

△858 

△242
	

a テクノロジーソリューション 

売上収益は14,546億円と、前年比3.2%の増収となりました。国内サービスが大きく伸長し、増収です。 

営業利益は965億円と、前年同期比486億円の増益となりました。国内サービスの増収効果に加えて、サービ

ス、システムプラットフォームともに採算性が好転し、増益です。 

b ユビキタスソリューション 

売上収益は2,923億円と、前年同期比19.2%の増収となりました。海外は為替の円高影響により減収となりまし

たが、国内を中心にWindows7のサポート期限終了に対応した買換え需要に支えられ、増収となりました。 

営業利益は197億円と、前年同期比218億円の増益となりました。増収影響に加え、メモリ等のキーデバイスの

市況価格低下によるコストダウン効果により採算性が好転し、増益です。 

c デバイスソリューション 

売上収益は1,717億円と、前年同期比35.0%の減収となりました。前年度に売却した半導体販売子会社及び電子

部品事業子会社が連結対象外となった影響などにより、減収です。 

営業利益は66億円の損失と、前年同期比89億円の減益となりました。国内工場の再編費用の計上に加えて、為

替が円高に推移した影響などにより、減益です。 

d その他及び消去又は全社 

営業利益は386億円の損失と、前年同期比858億円の悪化となりました。前年同期に計上した退職給付制度の変

更やPC事業の売却による一時的な利益がなくなった影響などによります。 
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(２)資本の財源及び資金の流動性についての分析 

①資産、負債及び資本の状況 

資産  

負債  

資本（純資産）  

親会社所有者帰属持分（自己資本） 

（自己資本比率） 

2018年度末 

31,048 

18,512 

12,536 

11,320 

(36.5%) 

（単位：億円） 

前年度末比 

79

△254 

334 

380 

(1.1%) 

親会社所有者帰属持分を資産で除した自己資本比率は、当第2四半期末で37.6％と前年度末から1.1％上昇しまし

た。 

②キャッシュ・フローの状況 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 462 

10 

473 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー △539 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

Ⅰ＋Ⅱ フリー・キャッシュ・フロー 

2019年度 

第2四半期末 

31,128 

18,257 

12,870 

11,700 

(37.6%) 

（単位：億円） 

2019年度 2018年度 

第2四半期累計 	
前年同期比 

第2四半期累計 

1,152 689 

△478		 △489 

673 199
	

△587 △47
	

Ⅳ 現金及び現金同等物の四半期末残高 	 4,490 4,239 △250

営業活動によるキャッシュ・フローは1,152億円のプラスと、前年同期比689億円の収入増となりました。前年度

第4四半期の売上水準が高く、その売掛金の回収が進んだことなどによる影響でプラスとなりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは478億円のマイナスと、前年同期比489億円の収入減となりました。当期は

国内サービスを中心に前年と同水準の投資を行っていますが、前年同期に計上したPC事業譲渡および中国関連会社

の譲渡に関する収入がなくなったことによる影響でマイナスとなりました。 
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(３)経営方針及び対処すべき課題等 

①経営方針及び対処すべき課題 

当社グループは、常に変革に挑戦し続け、快適で安心できるネットワーク社会づくりに貢献し、豊かで夢のある未

来を世界中の人々に提供することを企業理念としております。そのためには、健全な利益と成長を実現し、企業価値

を持続的に向上させることが重要と考えております。 

＜市場環境＞ 

当社グループをとりまく市場環境については、従来型の基幹システムなどの既存IT市場は、今後緩やかに縮小して

いくと予測されています。一方で、レガシーシステムのリプレイスメントや、効率化のためのモダナイゼーション

（注1）への投資は堅調に増えると予測されています。さらに、AI（人工知能）やデータ活用、IoT（モノのインター

ネット）など、デジタル化に向けた投資は、今後急速に拡大すると想定されています。 

このような状況のもと、当社グループは、ますます需要が高まる企業のDX（デジタルトランスフォーメーション）

（注2）を牽引し、社会課題の解決に貢献する「DX企業」への変革を目指します。そのため、取締役会および独立役

員会議などの場で議論を重ねて新たな経営方針を策定し、2019年9月に発表いたしました。 

＜経営方針概要＞ 

今後は、AI、データ活用などのテクノロジーをベースとしたDXビジネスと、DXに必要なクラウド移行などのモダナ

イゼーションとを合わせて「デジタル領域」とし、これを成長させていきます。 

デジタル領域においては、次の施策を進めてまいります。 

DXビジネスを加速するため、これに特化したコンサルティング会社を設立します。経営戦略および各業種に特化し

たコンサル、ソリューションをベースとしたコンサルなど、様々な切り口で企画・提案を行い、社内外から最適なサ

ービス・製品を用いてテクノロジーを実装し、ワンストップで提供してまいります。 

そして、DXを支えるテクノロジーとして、コンピューティング、AI、5Gネットワーク、サイバーセキュリティ、ク

ラウド、データマネジメント、IoTの７つを重点技術領域として定め、リソースを集中し強化してまいります。ま

た、テクノロジーの強化に加え、ビジネス機会創出と新事業を推進するための投資を実行します。コーポレートベン

チャーキャピタルやベンチャー企業への投資、M&Aへの投資も適宜行ってまいります。 

併せて、当社グループのDXを加速するため、社内プロセスや情報インフラの刷新を行い、社内改革を実行してまい

ります。 

当社グループが強い顧客基盤を持つ従来型ITビジネスについては、一層の効率化を推し進めるとともに、商談機会

を確実に獲得することで、利益を確保してまいります。 

海外ビジネスについては、成長軌道に載せるためのビジネスモデル変革に引き続き取り組んでおり、特に欧州は、

NWE（Northern & Western Europe）およびCEE（Central & Eastern Europe）の2リージョンに分け、それぞれに責任

者を置いて機動的にビジネスを展開してまいります。 

また、非財務面での取り組みも強化してまいります。当社グループは、SDGs（Sustainable Development Goals）

（注3）を経営の中心に据えて取り組んでおります。これまでも責任ある企業として、世界各地域において、それぞ

れテーマに沿って活動しておりましたが、今後は、グローバルに統一したテーマのもと、活動を進めてまいります。

人権や多様な価値観、心身ともに健康であることを目指すウェルビーイング、地球環境、倫理・コンプライアンス、

コミュニティ活動などのカテゴリーごとに目標を定め、社会課題の解決に取り組むとともに、グローバルに持続的な

成長を目指してまいります。

上記の施策を推し進め、グローバルでの競争力を高めながら、DX企業への積極的な変革に取り組んでまいります。

中期経営目標として、2022年度には、本業のテクノロジーソリューションにその他全社消去を加味した値として、売

上高3兆5千億円、連結営業利益率10％の達成を目指してまいります。 

＜コンプライアンスへの取り組み＞

なお、当社グループは、企業価値の維持・向上の観点から、コンプライアンスを含む内部統制体制の構築および運

用を経営の最重要事項の一つと認識し、FUJITSU Wayの「行動規範」に則り、その徹底を図っております。コンプラ

イアンスに関する取り組みの一層の強化も対処すべき課題と位置づけ、今後も、継続して取り組んでまいります。

（注）１．現状の資産を活用しながら、変化対応力を備え、先進技術を素早く活用できるシステムへ変革していくこ

と。

２．デジタル技術とデータを駆使して革新的なサービスやビジネスプロセスの変革をもらたすもの。

３．2015年に国連で採択された国際社会が環境や社会、経済活動を未来に向けて持続可能とするための世界共

通の開発目標。 
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②財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、企業価値を向上させることが、結果として買収防衛にもつながるという基本的な考え方のもと、企業価値

向上に注力しているところであり、現時点で特別な防衛策は導入しておりません。

当社に対して買収提案があった場合は、取締役会は、当社の支配権の所在を決定するのは株主であるとの認識のも

と、適切な対応を行います。

(４)研究開発活動 

当社グループでは、デジタルテクノロジーにより、「人」「企業」「システム」「プロセス」「データ」などが複

雑かつ無限につながる社会において、あらゆる局面で求められる信頼「Trust」を確保することを重要な技術戦略に

位置付けております。そして、このデジタル時代のTrustの実現と共に、デジタル技術とデータを駆使して革新的な

サービスやビジネスプロセスの変革をもたらす、DX（デジタルトランスフォーメーション）企業を目指し、イノベー

ションが絶えず生まれるために必要な先端テクノロジー開発に取り組んでおります。 

当社グループの事業は、「テクノロジーソリューション」、「ユビキタスソリューション」及び「デバイスソリュ

ーション」の各セグメントにより構成されており、上記の研究開発方針のもと、それぞれの分野ごとに研究開発活動

を行っております。「テクノロジーソリューション」では、次世代のサービス、サーバ、ネットワーク等に関する研

究開発を行っております。「ユビキタスソリューション」では、ユビキタス社会に不可欠な製品及び技術に関する研

究開発を行っております。「デバイスソリューション」では、LSI、電子部品（半導体パッケージ及び電池）等の各

種デバイス製品及び関連技術に関する研究開発を行っております。また、当第2四半期累計における研究開発費の総

額は、606億円です。 

(５)従業員数 

当社の従業員数は、前年度末から1,738名増加し、当第1四半期末において33,565名となりました。これは、テクノ

ロジーソリューションにおいて、2019年4月1日付けで富士通エフ・アイ・ピー株式会社のデータセンターサービス事

業を当社に承継させる吸収分割を実施したことなどによるものです。また、当第2四半期末における当社の従業員数

は33,050名となりました。 

なお、従業員数は就業人員（当社グループ（当社及び連結子会社）からグループ外への出向者を除き、グループ外

から当社グループへの出向者を含む。）です。 

(６)主要な設備 

当社は、2019年4月1日付けで富士通エフ・アイ・ピー株式会社のデータセンターサービス事業を当社に承継させる

吸収分割を実施しました。これにより、富士通エフ・アイ・ピー株式会社が保有していたアウトソーシング設備は当

社の設備となりました。 

なお、IFRS第16号の適用による影響については、「第４ 経理の状況 要約四半期連結財務諸表注記 ３．重要な

会計方針」に記載しています。 

３【経営上の重要な契約等】

当第2四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定、締結等はありません。 
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